
長期優良住宅認定基準の見直しに関する検討会

令和３年５月28日に「住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の促進に関す
る法律等の一部を改正する法律」が公布されたことを受け、長期優良住宅認定制度において、新たに創設される
災害配慮基準や建築行為無し認定に係る新基準の他、共同住宅における認定促進や脱炭素社会に向けた省エネ
対策の強化に係る認定基準（技術的基準）の見直し等について議論するため、有識者等による検討会を設置する。

【検討事項】
＜法改正により新設された認定基準＞
・災害配慮基準の策定（法改正第一弾施行：公布後９ヶ月以内施行）
・建築行為を伴わない既存住宅の認定制度の創設（法改正第二弾施行：公布後一年半以内施行）

＜2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現＞
・認定基準に係る省エネ対策の強化
・住宅性能評価における省エネ対策に係る上位等級の創設

○第１回検討会 （R3.6.29）

○第２回検討会 （R3.9月頃）

（以後未定）

設置趣旨

検討スケジュール 委員等（敬称略）

＜共同住宅に係る認定基準の合理化等＞
・賃貸住宅の特性を踏まえた基準の設定
・その他共同住宅の認定基準の合理化 等
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